
子ども家庭総合支援拠点の設置について 

 

１ 趣旨・目的 

  児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 10 条の 2 の規定及び市区町村子ども家庭総合支援拠

点設置運営要綱（平成 29 年 3 月 31 日付け雇児発 0331 第 49 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知）に基づき、全ての子どもとその家庭及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握、情報の提供、

相談、調査、指導、関係機関との連絡調整、その他の必要な支援を行うために設置する。 

 

２ 子ども家庭総合支援拠点の概要 

（１） 職員の配置 

   子ども家庭支援員を常時 2名配置する（1名は非常勤形態）。 

   ＊児童人口規模に応じて配置人員が定められている。 

   ＊子ども家庭支援員の資格要件は、社会福祉士、精神保健福祉士、保健師、保育士等 

 

 

 

 

（２） 子ども家庭総合支援拠点の体制 

   保健福祉部福祉総合相談室に子ども家庭総合支援拠点を設置し、複雑・多様化する児童虐待

等に対応する。専門職の配置により、子育て包括支援センターや教育との連携、児童の障がい福

祉サービス利用の調整や医療機関との連携等をより円滑に行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国庫補助金（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金） 

  国 1/2 市 1/2 小規模Ａ型基準額 3,769 千円 

子ども家庭課長 

事務職主査 
（兼務） 

社会福祉主事 
（兼務） 

家庭児童相談員兼母子・父子自立支援員 
会計年度任用職員 3/4＊4 名 

家庭児童相談室 
（要対協事務局） 

令和 3 年度まで 

福祉総合相談室参事（相談担当） 
（福祉課長兼務） 

主査（子ども家庭支援員/社会福祉士） 

子ども家庭支援員 
会計年度任用職員（フルタイム）1 名 

会計年度任用職員 3/4＊3 名 

子ども家庭 
総合支援拠点 

令和 4 年度 

保健福祉部理事（福祉総合相談室長事務取扱） 

福祉総合相談室 

相談支援担当主査 2・スタッフ 3 
(保健師、社会福祉士） 

＜子育て支援部＞

令和 3 年まで 

＜保健福祉部＞ 

資料３ 



（３） 子ども家庭総合支援拠点の業務 

  ア 子ども及びその家庭の支援全般に関すること 

     実情の把握、相談等への対応、調整 

  イ 要支援児童、要保護児童及び特定妊婦その他これに類する者への支援業務に関すること 

     危機判断とその対応、アセスメント、支援計画の検討等 

  ウ 関係機関との連絡調整に関すること 

     調整機関として機能し、支援の一体性、連続性を確保 

  エ その他必要な支援に関すること 

     支援対象の児童等が安定して生活を継続していくための相談支援 

 

 

 

 

 

 

３ 本市における児童虐待対応の現状 

  日ごろから児童虐待の発生予防・早期発見のため、児童相談所、警察、小中学校等の市内関係機

関、庁内関係部局との連携により情報共有を図りながら相談支援を行うとともに、児童虐待等発

生時には、北広島市要保護児童対策地域協議会※を中心に関係機関と連携を図りながら対応してい

る。 

  ※要保護児童対策地域協議会とは 

   虐待を受けている児童等の早期発見や適切な保護を図るため、関係機関が情報を共有し、連

携して対応する協議会。構成員に守秘義務を課し、必要に応じて個人情報の提供、開述等を求め

ることができる。代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議がある。 

  

直近5年間の実相談実績                              （件） 

 
実件数 

  
延件数 

 

虐待 
障がい・ 
性格行動等 

要保護児童対策地域協議
会開催回数（回） 

H29 262 68 194 4,001 16 

H30 197 55 142 3,518 11 

R1 227 32 195 4,626 13 

R2 221 54 167 4,191 12 

R3 194 39 155 4,101 18 

 

 

要支援児童：保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童 

要保護児童：保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる

児童 

特 定 妊 婦：出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められ

る妊婦 


